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別紙 報告 

 

はじめに 

 

本委員会は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し，令和

２年職種別民間給与実態調査において，特別給等に関する調査を先行して実

施した。その調査結果に基づき，本年 10 月 30 日，職員の特別給の支給月数

を引き下げることを内容とする勧告を行った。 

その際，月例給に関しては，８月 17 日から９月 30 日までの期間に実施し

た調査の結果に基づき，４月分の給与について公民較差を算出し，必要な報

告及び勧告を行う旨の報告をしたところである。 

 今般，月例給に関する調査が完了し，結果をとりまとめたことから，本報

告を行うものである。 

 

１ 職員給与の現状 

  本委員会は，職員（企業職員，病院事業職員及び技能労務職員を除く。

以下同じ。）の給与を検討するため，本年４月現在で職員給与実態調査

を実施した。 

 民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（新規学卒の採用

者等を除く。）の平均給与月額は，表－１のとおりであり，382,089 円とな

っている。 

 

 表－１ 行政職員の平均給与月額 

給 料 地域手当 管理職手当 扶養手当 住居手当 その他 計 

337,472 円 21,651 円 8,373 円 8,628 円 5,824 円 141 円 382,089 円 

（注）１ 給料には，給料の調整額及び教職調整額等を含む。 

２ その他には，初任給調整手当，単身赴任手当（基礎額）を含む。 

３ 行政職員とは，行政職給料表の適用を受ける職員のうち，新規学卒の採用者等を除いた職員。 

 

２ 民間給与の現状 

⑴ 職種別民間給与実態調査 

   本委員会は，職員の給与と民間の給与との精確な比較を行うため，

企業規模 50 人以上で，かつ，事業所規模 50 人以上の県内の民間事業所

1,185 のうち 253 事業所について，職種別民間給与実態調査を実施した。 

   調査では，公務に類似すると認められる職種の職務に従事する者

9,245 人について，給与改定の有無にかかわりなく，本年４月分とし

て個々の従業員に実際支払われた給与月額等を調査した。 
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   月例給に関する調査の完了率は，先行して実施した特別給等に関す

る調査に引き続き民間事業所からの格段の理解と協力を得て，78.3％

と高いものとなっている。 

 ⑵ 初任給の状況 

   本年の職種別民間給与実態調査により把握した民間事業所における

初任給の改定状況は，表－２のとおりであり，新規学卒者の採用を行っ

た事業所の割合は，大学卒で 30.9％（昨年 33.8％），高校卒で 31.0％

（同 31.7％）となっている。そのうち初任給について，増額した事業

所の割合は，大学卒で 35.0％（同 46.3％），高校卒で 39.7％（同

44.0％），据え置いた事業所の割合は，大学卒で 63.0％（同 53.7％），

高校卒で 58.3％（同 54.5％）となっている。 

 

表－２ 民間における初任給の改定状況 

項目 

 

学歴  企業規模 

新規学卒者

の採用あり 

 
新規学卒者

の採用なし 
初任給の改定状況 

増 額 据置き 減 額 
  ％ ％ ％ ％ ％ 

大学卒 

規 模 計 30.9 （35.0） （63.0） (2.0) 69.1 

 

500 人以上 36.2 （49.8） （46.5） (3.7) 63.8 

100 人以上 

500 人未満 
35.5 （15.3） （84.7） － 64.5 

 50 人以上 

100 人未満 
6.9 （50.0） （50.0） － 93.1 

高 校 卒 

規 模 計 31.0 （39.7） （58.3） （2.0） 69.0 

 

500 人以上 32.8 （52.0） （43.9） (4.1) 67.2 

100 人以上 

500 人未満 
33.6 （31.4） （68.6） － 66.4 

 50 人以上 

100 人未満 
20.7 （16.7） （83.3） － 79.3 

（注） （ ）内は，新規学卒者の採用がある事業所を 100 とした割合である。 

 

３ 本年の月例給に関する職員と民間従業員の給与比較 

 前記の職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき，

職員にあっては行政職，民間にあっては公務の行政職に類似すると認め

られる職種の者について，個々人の主な給与決定要素である職種，役職

段階，年齢などを同じくする者同士を対比させるラスパイレス方式で，

本年４月分の給与額を比較した。 

 較差の状況については，表－３のとおりであり，民間給与が職員の給

与を１人当たり 101 円（0.03％）上回っていることが明らかになった。 
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 表－３ 公民給与の較差 

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） 

較 差(Ａ)－(Ｂ) 

 (Ａ)－(Ｂ) ×100 
 (Ｂ) 

382,190 円 382,089 円 
101 円 

（0.03％） 

（注） 民間給与，職員給与ともに，本年度の新規学卒の採用者等は含まれていない。 

 

４ 物価及び生計費の動向 

  本年４月の小売物価統計調査（総務省）に基づく消費者物価指数は，昨

年４月に比べ，全国で 0.1％上昇しているのに対し，水戸市では 0.3％下

落している。 

  また，本委員会が家計調査（総務省）を基礎に算定した本年４月の水戸

市（調査対象世帯数 96 世帯）の２人世帯，３人世帯及び４人世帯の標準

生計費は，それぞれ 136,860 円，158,262 円及び 179,658 円となってい

る。 

 

５ 給与制度等をめぐる動向 

 ⑴ 国の動向 

   人事院は，本年 10 月 28 日，国会及び内閣に対し，職員の給与につい

て，「民間給与との較差（△0.04％）が極めて小さく，俸給表及び諸手

当の適切な改定が困難であることから，月例給の改定を行わない。」と

する報告を行った（巻末掲載）。 

 ⑵ 都道府県の動向 

   国家公務員の行政職の職員の俸給と本県のこれに相当する行政職の

職員の給料について，国家公務員の俸給を 100 とし，ラスパイレス方

式で比較したところ，平成 31 年４月１日現在，本県のラスパイレス指

数は 101.0（地域手当補正後は 99.7）である。 

   各都道府県のラスパイレス指数の状況は，表－４のとおりとなって

いる。 

 

表－４ 都道府県の給与比較 

ラ ス パ イ レ ス 指 数 98 未満 
98 以上 

99 未満 

 99 以上 

100 未満 

100 以上 

101 未満 
101 以上 

団 体 数 
団体 団体 団体 団体 団体 

4 7 14 17 5 

団体数（地域手当補正後） 7 9 15 13 3 
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むすび 

 

  職員の給与決定等の基礎となる諸条件は，以上のとおりである。これら

を総合的に検討した結果，本委員会の見解は，次のとおりである。 

  月例給については，民間の給与をはじめ，国及び他の都道府県の給与並

びに物価及び生計費の動向を総合的に勘案した結果，公民較差等に基づ

く改定を行わないこととする。 
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民間給与関係資料 

 
今回の報告の基礎となった令和２年職種別民間給与実態調査の概要は，次のとおりである。 

 

⑴ 調査の目的 

この調査は，一般職に属する職員の給与を検討するため，民間給与の実態を調査するものである。 

⑵ 調査の内容等 

 ア 調査の内容 

    この調査の内容は，次のとおりである。 

  ① 昨年８月から本年７月までの特別給の支給実績 

  ② 民間企業における給与改定の状況等 

  ③ 本年４月分として個々の従業員に支払われた給与月額等 

  ④ 本年４月分の初任給の状況 

なお，このうち，今回の報告の基礎となったものは，③及び④に関する調査である。 

  イ 調査期間 

本年においては，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，ア①及び②に関する調査を 

先行して実施した。各調査期間は，次のとおりである。 

  ・ ア①及び②に関する調査：６月29日（月）～７月31日（金） 

  ・ ア③及び④に関する調査：８月17日（月）～９月30日（水） 

⑶  調査機関 

人事委員会及び人事院 

⑷ 調査の範囲等 

ア 調査の範囲  

① 調査対象事業所（母集団事業所） 

全産業の企業規模50人以上で，かつ，事業所規模50人以上の県内の民間事業所 1,185事業所 

なお，本年は，新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の環境に鑑み，病院は調査 

対象から除外した。 

② 調査対象職種 

  54職種 （行政職相当職種22職種，その他の職種 32職種） 

 イ 標本事業所の抽出 

① 標本事業所の抽出 

母集団事業所を，組織，規模，産業により14層に層化し，これらの層から253事業所を無作為に 

抽出し調査を行った。 

今回の報告の基礎となった調査における調査完了事業所数は，第１表のとおりである。 
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② 従業員の抽出 

初任給関係以外の調査職種については，これに該当する従業員が多数に上るときは,抽出した従      

   業員について調査を行った。 

なお,臨時の従業員及び役員は全て除外した。 

ウ 集計 

① 調査実人員 

初任給関係 474人（行政職に相当する調査実人員 463人），初任給関係以外の調査職種 8,771人

（行政職に相当する調査実人員8,313人。なお，調査職種該当者（母集団）の推定数は，68,084人

であり，行政職に相当するものは，60,648人である。） 

② 総計及び平均の算出に際しては，母集団に復元して行った。 
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第１表 産業別，企業規模別調査事業所数 

企業規模 

 

産業 

規 模 計 500人以上 
100人以上 
500人未満 

50人以上 
100人未満 

産 業 計 
事業所 
 

  195 

事業所 
 

   81 

事業所 
 

    84 

事業所 
 

    30 

農 業 ， 林 業 ， 漁 業 2 1 0 1 

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 
採 取 業 ， 建 設 業 

15 3 9 3 

製 造 業 113 48 50 15 

電気・ガス・熱供給・水道業， 
情報通信業，運輸業，郵便業 

24 9 8 7 

卸 売 業 ， 小 売 業 7 2 4 1 

金 融 業 ， 保 険 業 ， 
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 

6 5 1 0 

教 育 ， 学 習 支 援 業 ， 
医 療，福祉，サービス業 

28 13 12 3 

 

（注）１ 調査対象事業所253所のうち，調査完了事業所は195所，調査不能となった事業所は54所，企業規模又は事業所規模が

調査対象外であることが判明した事業所は4所である。 

２ 調査完了率は，78.3％であり，以下のとおり算出した。 

   調査完了率＝調査完了事業所 195所／（調査対象事業所 253所－調査対象外事業所 4所）×100 

３ 「サービス業」に含まれる産業は，日本標準産業大分類の「学術研究，専門・技術サービス業」， 「宿泊業，飲食サービ

ス業｣，「生活関連サービス業，娯楽業｣，「複合サービス事業｣及び「サービス業 （他に分類されないもの）｣（宗教及び外

国公務に分類されるものを除く。）である。 
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第２表　職種別，学歴別，企業規模別初任給

円 円 円 円

（注）１　金額は，基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用のある事業所の平均）

　　　　であり，時間外手当，家族手当，通勤手当等，特定の者にのみ支給される給与は除いている。

　　　２　大学卒には修士課程，博士課程の修了者は含まない。

　　　３　「X」は，調査事業所が１事業所の場合である。

第３表　行政職給料表適用者の初任給と民間初任給の比較

円 円 円

（注）１　行政職給料表適用者の初任給月額は，初任給基準となる級号給の給料月額に県内地域を支給区分とした

　　　　地域手当額を加算したもの。

　　　２　民間初任給は，大学卒業程度については大学卒の新卒事務員・技術者を，短大卒業程度については短大

 　　　　卒の新卒事務員・技術者を，高校卒業程度については高校卒の新卒事務員・技術者を，それぞれ対応させ

　　　　ている。

（△ 0.2％）

高 校 卒 業 程 度 164,505

（参　考）

民 間 初 任 給

200,022 △ 3,608

164,194

（△ 1.8％）

△ 823

△ 311

大 学 卒 業 程 度

短 大 卒 業 程 度

（△ 0.5％）

203,630

179,034 179,857

新卒事務員

新卒技術者
202,802

190,127

168,400

159,393

短 大 卒

初 任 給 月 額 民間初任給との差試 験 区 分

X186,780

165,522

-

192,236

205,703

X

205,703

-

162,996

203,630

179,857

164,505

197,587

187,151

208,156

176,064

163,245 166,431

新卒事務員・
技術者計

短 大 卒

高 校 卒

大 学 卒

高 校 卒

大 学 卒

職 種

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

50 人 以 上
100 人 未満

企業規模計 500 人 以上
100 人 以上
500 人 未満

学 歴

163,077

174,110

204,289

194,173

185,445

203,245

164,112

209,747

162,097

205,503

163,441163,053

167,441
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第４表　企業規模別，職種別給与額等

　その１　給与比較の対象職種

１　企業規模計

う ち 時 間
外手当(Ｂ)

人 歳 円 円 円

7 54.0 800,086 124 799,962

工 場 長 18 51.6 615,213 68 615,145

事 務 部 長 226 53.0 662,898 436 662,462

技 術 部 長 216 53.0 680,507 2,284 678,223

事 務 部 次 長 182 51.2 655,336 1,946 653,390

技 術 部 次 長 257 51.1 636,912 264 636,648

事 務 課 長 531 48.9 571,761 34,645 537,116

技 術 課 長 566 46.8 540,413 11,672 528,741

事務課長代理 233 43.4 539,893 69,996 469,897

技術課長代理 161 45.7 516,266 36,637 479,629

事 務 係 長 507 44.0 435,260 60,179 375,081

技 術 係 長 517 46.1 447,582 64,893 382,689

事 務 主 任 411 42.3 389,228 57,010 332,218

技 術 主 任 544 43.5 457,768 87,697 370,071

事 務 係 員 2,030 38.0 306,481 32,120 274,361

技 術 係 員 1,907 36.3 321,765 34,438 287,327

き ま っ て
支 給 す る
給与 ( Ａ )

(Ａ)－(Ｂ)
職 種 名

調 査
実 人 員

平 均
年 齢

令和２年４月分平均支給額

（注）１　「中間職（部長－課長間）」とは，部長と課長の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級
　　　　（格付）から職責が部長と課長の間に位置付けられる者をいう。
　　　２　「中間職（課長－係長間）」とは，課長と係長の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級
　　　　（格付）から職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう。
　　　３　「中間職（係長－係員間）」とは，係長と係員の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級
　　　　（格付）から職責が係長と係員の間に位置付けられる者をいう。
　　　（以下２から４において同じ。）

事

務

・

技

術

関

係

職

種

支 店 長
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対　　応　　級

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

２係以上又は構成員10人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

備　　考

構成員50人以上の支店(社)の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

本表２企業規模500人以上，本表３企業規
模100人以上500人未満及び本表４企業規
模50人以上100人未満の対応級欄参照

２課以上又は構成員20人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

係の長及び係長級専門職

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）
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２　企業規模500人以上

う ち 時 間
外手当(Ｂ)

人 歳 円 円 円

6 55.5 769,121 152 768,969

工 場 長 12 53.5 645,965 100 645,865

事 務 部 長 148 52.8 704,744 257 704,487

技 術 部 長 167 53.2 715,394 2,046 713,348

事 務 部 次 長 141 51.2 679,032 1,730 677,302

技 術 部 次 長 223 51.3 645,614 285 645,329

事 務 課 長 396 48.7 599,127 40,595 558,532

技 術 課 長 441 46.6 549,808 11,073 538,735

事務課長代理 202 43.0 547,563 72,675 474,888

技術課長代理 143 45.6 527,214 36,555 490,659

事 務 係 長 335 43.2 452,541 66,664 385,877

技 術 係 長 309 45.6 475,634 73,521 402,113

事 務 主 任 234 42.5 425,581 70,859 354,722

技 術 主 任 351 43.5 489,169 98,110 391,059

事 務 係 員 1,190 37.9 320,016 35,122 284,894

技 術 係 員 1,186 36.2 332,837 33,367 299,470

令和２年４月分平均支給額

き ま っ て
支 給 す る
給与 ( Ａ )

(Ａ)－(Ｂ)
職 種 名

調 査
実 人 員

平 均
年 齢

事

務

・

技

術

関

係

職

種

支 店 長
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備　　考 対　　応　　級

行政職給料表７級，８級

行政職給料表５級，６級

行政職給料表３級，４級

行政職給料表２級(一部は３級，４級）

行政職給料表１級

行政職給料表９級

構成員50人以上の支店(社)の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

２課以上又は構成員20人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

２係以上又は構成員10人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

係の長及び係長級専門職

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）
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３　企業規模100人以上500人未満

う ち 時 間
外手当(Ｂ)

人 歳 円 円 円

1 X X X X

工 場 長 6 47.7 550,814 0 550,814

事 務 部 長 64 52.9 568,795 1,082 567,713

技 術 部 長 46 51.9 542,516 2,360 540,156

事 務 部 次 長 35 51.1 523,666 4,067 519,599

技 術 部 次 長 33 48.9 532,748 0 532,748

事 務 課 長 120 49.8 477,308 12,357 464,951

技 術 課 長 117 49.0 445,270 18,128 427,142

事務課長代理 29 50.6 430,964 32,655 398,309

技術課長代理 11 46.1 382,510 20,364 362,146

事 務 係 長 157 46.3 395,144 45,552 349,592

技 術 係 長 178 47.0 395,800 45,888 349,912

事 務 主 任 146 41.5 331,481 31,471 300,010

技 術 主 任 159 43.1 344,878 50,389 294,489

事 務 係 員 742 38.1 281,806 26,633 255,173

技 術 係 員 586 35.6 288,788 38,828 249,960

き ま っ て
支 給 す る
給与 ( Ａ )

(Ａ)－(Ｂ)
職 種 名

調 査
実 人 員

平 均
年 齢

令和２年４月分平均支給額

（注）「X」は，調査実人員が1人の場合である（以下同じ。）。

事
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支 店 長
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２係以上又は構成員10人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職

行政職給料表５級，６級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表４級

備　　考 対　　応　　級

係の長及び係長級専門職 行政職給料表３級

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

行政職給料表２級(一部は３級）

行政職給料表１級

構成員50人以上の支店(社)の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

行政職給料表７級，８級

２課以上又は構成員20人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）
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４　企業規模50人以上100人未満

う ち 時 間
外手当(Ｂ)

人 歳 円 円 円

- - - - -

工 場 長 - - - - -

事 務 部 長 14 54.4 528,752 290 528,462

技 術 部 長 3 56.2 457,353 13,333 444,020

事 務 部 次 長 6 53.0 486,771 0 486,771

技 術 部 次 長 1 X X X X

事 務 課 長 15 48.2 377,694 2,333 375,361

技 術 課 長 8 51.8 415,691 15,500 400,191

事務課長代理 2 43.5 402,704 15,615 387,089

技術課長代理 7 47.8 382,766 56,422 326,344

事 務 係 長 15 45.4 356,554 27,409 329,145

技 術 係 長 30 47.7 371,371 54,626 316,745

事 務 主 任 31 43.3 332,348 47,461 284,887

技 術 主 任 34 44.6 344,107 49,548 294,559

事 務 係 員 98 39.5 249,827 19,633 230,194

技 術 係 員 135 39.4 295,116 32,876 262,240

職 種 名
調 査
実 人 員

平 均
年 齢

令和２年４月分平均支給額

き ま っ て
支 給 す る
給与 ( Ａ )

(Ａ)－(Ｂ)

事

務

・
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係

職

種

支 店 長
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行政職給料表２級(一部は３級）

構成員50人以上の支店(社)の長及び工場の長
（取締役兼任者を除く。）

行政職給料表６級，７級

２課以上又は構成員20人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長
及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

行政職給料表５級

行政職給料表１級

備　　考 対　　応　　級

上記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長
代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

行政職給料表４級

係の長及び係長級専門職 行政職給料表３級

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち，課長代
理以上に直属し部下を有する者
係長等のいない事業所において，職能資格等が上記
主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

上記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の
次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

２係以上又は構成員10人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長
及び課長級専門職
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　その２　給与比較の対象外職種

企業規模計

う ち 時 間
外手当(Ｂ)

人 歳 円 円 円

9 56.0 864,555 0 864,555

研究部 (課 )長 55 52.6 673,531 1,963 671,568

研究室 (係 )長 32 53.9 701,204 1,626 699,578

主 任 研 究 員 82 50.5 609,764 18,409 591,355

研 究 員 124 35.3 384,071 43,150 340,921

研 究 補 助 員 25 33.0 346,547 48,758 297,789

大 学 学 部 長 - - - - -

大 学 教 授 - - - - -

大 学 准 教 授 - - - - -

大 学 講 師 - - - - -

大 学 助 教 - - - - -

高 等 学 校 校長 3 62.5 652,247 367 651,880

高 等 学 校 教頭 13 57.2 621,160 169 620,991

高 等 学 校 教諭 99 45.8 479,706 1,408 478,298

教

育

関

係

職

種

研 究 所 長

職 種 名
調 査
実 人 員

平 均
年 齢

令和２年４月分平均支給額

き ま っ て
支 給 す る
給与 (Ａ )

(Ａ)－(Ｂ)

研

究

関

係

職

種
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２室(係)以上又は構成員７人以上の部(課)の長

構成員３人以上の室(係)の長

下記研究員より上位の者（研究所長の職名を有する者，上記研究部(課)長及び研究室(係)長を除く。）

構成員50人以上の所の長（取締役兼任者を除く。）

備　　考
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第１表　職種別給与額等

人 歳 円 円 円

備考　自家用乗用自動車運転手については，業務委託契約等に基づき，他の事業所において業務に従事している者を

　　除く。

2,124 282,013

6 53.1 396,507 53,168 343,339

110,101 334,042

- -

（参考）民間技能労務従業員給与関係資料

（Ａ）-（Ｂ）うち時間外
手当（Ｂ）

職 種 名
調　査
実人員

平 均
年 齢

令和２年４月分平均支給額

用 務 員

技
能
・
労
務
関
係
職
種

電話交換手

自家用乗用
自動車運転手

き ま っ て
支 給 す る
給与（Ａ）

- - -

4守 衛 51.9 444,143

6 53.0 284,137
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（参考）人事院の報告 

【報告の骨子】 

 

○ 今回の報告のポイント 

月例給の改定なし 

民間給与との較差（△0.04％）が極めて小さく，俸給表及び諸手当の適切な 

改定が困難であることから，月例給の改定を行わない。 

 

 

１ 民間給与との比較 

 

約12,000民間事業所の約43万人の個人別給与を実地調査（完了率80.2％） 

 

公務と民間の４月分給与を調査し，主な給与決定要素である役職段階，勤務地域，学歴，年齢 

を同じくする者同士を比較 

 

○ 民間給与との較差 △164円 △0.04％ 

 

〔行政職(一)…現行給与 408,868円 平均年齢 43.2歳〕 

 

２ 改定方針 

 

民間給与との較差が極めて小さく，俸給表及び諸手当の適切な改定が困難であることから， 

月例給の改定を行わない。 

 

 

（参考）ボーナスの改定（令和２年10月７日勧告） 

民間の支給割合（4.46月）との均衡を図るため引下げ 4.50月分→4.45月分 

民間の支給状況等を踏まえ，期末手当の支給月数に反映 
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